予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　新海外輸出認証取得に向けた基本調査費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　農政部　畜産課　酪農・肉用牛係　電話番号：058-272-1111（内2874）

　　　　　　　E-mail：  c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　10,000千円（前年度予算額：　　0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・これまで岐阜県では「観光、食、モノ」を一体的にＰＲする飛騨・美濃輸出戦略プロジェクトにおいて、食ではアセアン地域をターゲットに飛騨牛、富有柿を中心に実施している。今後、更なる輸出拡大を図るため、これまで輸出実績のない国へ向けた取り組みを進める必要がある。

・東南アジアなどを中心に、近年の経済発展による富裕層の増加や日本食ブームの進展を背景に、和牛をはじめとした日本食材の需要が高まっている。

・今回、人口と市場規模が大きく、消費市場としてのポテンシャルが高く、日本からの距離が近いアジア諸国をターゲットとし牛肉を輸出できるよう、輸出認証取得に向けた準備を行う。

（２）事業内容

◆輸出認証取得のための基本構想策定調査
　　　と畜施設の整備にあたり、輸出認証取得に必要な条件・手続き等について、
専門機関から指導・助言を仰ぐ。
　輸出認証取得先進事例の調査。

　　　専門機関からの指導・助言、事例調査結果に基づき、県において施設整備

等の検討を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　輸出への取り組みは、県の農業支援対策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	750
	調査旅費

	消耗品費
	100
	事務用消耗品購入費

	役務費
	50
	郵便、電話料金

	使用料
	100
	有料道路

	委託料
	9,000
	輸出認証コンサル委託費

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　

　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　・長期構想

　　　Ⅱ－２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　　　　　　多様な流通・販売ルートを確保する。
・ぎふ農業・農村基本計画

戦略的な流通・販売として、海外への輸出促進を図ることとする。
（２）国・他県の状況

　　　国：食肉等の施設整備に対する補助メニュー有

　　　　強い農業づくり交付金
　　　　・内容：輸出対応型食肉処理施設等の整備

　　　　・補助：１／２

　　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　年度内に、輸出対応食肉処理施設整備に向けた準備を整える。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	
	
	
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	施設整備に向けた調査事業であるため。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	国内市場の縮小が見込まれる中、岐阜県産農産物の輸出促進及びブランド価値向上のため、必要性は高い。
また、アジア諸国は経済成長著しく、新たな市場として有望である。　

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
国においては、TPP交渉参加に伴い輸出促進への取組をさらに加速しているため、県としても輸出促進への取り組み継続が不可欠である。
輸出対応施設整備にあたり、認証取得に必要な情報がないため調査が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

国内市場の縮小が見込まれる中、アジア諸国を新たなターゲットに加えて
輸出先国、品目の拡大に継続して取り組んでいく。



